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2023年３月 31日 

各  位 

会 社 名  株 式 会 社 イ ン テ リ ッ ク ス 

代表者名  代表取締役社長   俊 成  誠 司 
 （コード 8940 東証プライム市場） 

問合せ先  取締役執行役員  石 積 智 之 

  ＴＥＬ 03-5766-7070 

 

上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況及び計画の更新について 

 

当社は、プライム市場の上場維持における流通株式時価総額基準を充たしていないため、2021年

12 月 24 日に「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し、2022 年８月 30 日に

「上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について」を開示しております。 

今般、2022 年 1 月から同年 12 月までの上場維持基準（売買代金基準）が新たに不適合となりま

したので、上場維持基準（売買代金基準）への適合に向けた計画書を提出いたします。 

 

記 

 

１． 当社の上場維持基準の適合状況及び計画期間 

 

 
流通株式数 

流通株式 

時価総額 

流通株式 

比率 

1日平均 

売買代金 

2021年６月 30日 

(移行基準日時点) ※1 
46,151単位 35.93億円 51.6％ 0.22億円 

2022年５月 31日 

(前回基準日時点）※1 
46,478単位  30.03億円※2 52.0％ ― 

2022年 12月 31日 

(直近基準日時点）※1 
― ― ― 0.12億円 

プライム市場 

上場維持基準 
20,000単位 100億円 35％ 0.2億円 

当初の計画に記載した 

計画期間 
― 2027年５月期末 ― ― 

更新後の計画期間 ― 2027年５月期末 ― 2026年 12月末 

※1 東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算出を行った  

  ものであります。 

※2 当該流通株式時価総額は、流通株式数に日々の株価最終価格の平均値を乗じて算出しており、

事業年度の末日以前３か月間の日々の最終価格の平均値は646.13円であります。 
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２． 当社の上場維持基準の適合に向けた取り組みの実施状況及び評価 

当社は、「流通株式時価総額」及び「１日平均売買代金」がプライム市場の求める基準を充たして

いないという結果を踏まえ、当該基準を達成するための主要素である株価を上昇させるべく、企業

価値を向上させるとともに、株式市場で適正な評価を得るための計画を推進しております。 

 「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画」において開示した取り組みの基本方針、課題

及び取り組み内容に関し、当期における進捗状況は次の通りであります。 

 

〔取り組みの基本方針１〕 「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画」及び中期経営計画

に沿った業績向上 

適合計画書における目標達成期日である 2027年５月期までに「流通株式時価総額」の基準を達成

するためのマイルストーンとして、2022年７月に中期経営計画（対象期間：2023年５月期～2025年

５月期）を発表いたしました。 

 

当社グループの循環型リノベーションモデル 

 

 

当中期経営計画においては、業界のフロントランナーとして市場の創設・発展に努めてきた当社

グループのこれまでの軌跡を踏まえ、今後における中長期的な視点での新たな事業展開を「循環型

リノベーションモデル」としてまとめており、社会が抱える様々な課題の解決と企業価値の向上に

努め、持続可能な社会の実現を目指すサステナビリティ経営を実践することを掲げております。 

 

【中期経営計画における主な事業展開（主要骨子）】 

① 社会課題となっているＣＯ２削減に対するソリューションとして、省エネリノベーション 

「ＥＣＯＣＵＢＥ（エコキューブ）」の普及拡大を図る 
② 機能性・デザイン性を更に高めたリノベーションと、アフターサービスの充実を図ることで

住まう方のＱＯＬ（Quality of Life）を高める 
③ 不動産直販プラットフォーム「ＦＬＩＥ(フリエ)」の開発・普及に努め、取引の利便性・経済

性に寄与する不動産取引のＤＸ化を進める 
④ 他社との連携・提携により、地域活性化を含む各種取り組みを実施する 
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当中期経営計画の最終年度 2025 年５月期において、経常利益 23 億円、当期純利益 15 億円、   

ＲＯＥ10％以上という目標を掲げており、上記の各種取り組みを開始しております。 

 

当期（2023 年５月期）におきましては、経常利益６億円、当期純利益４億円を計画しており、   

中期経営計画で掲げる利益額及び資本効率向上の達成に向け、先行追加投資を積極的に実施中であ

ります。具体的な先行投資として、重点事業である省エネリノベーション「エコキューブ」の普及

に向けた認知拡大策を積極的に推進しております。テレビＣＭ、ＪＲ・東京メトロの交通広告、首

都圏主要駅の屋外ビジョン、各種ＷＥＢプロモーション施策を展開中であります。その結果、当期

は一時的に利益額が減少するものと見込んでおり、“意志ある踊り場”と位置づけ、中長期的視点で

の利益拡大に向けて着実に様々な施策を遂行することが、当社にとって極めて重要であると考えて

おります。 

 

〔取り組みの基本方針２〕 コーポレートガバナンスの充実 

会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、コーポレートガバナンスの更なる充

実を図っております。とりわけ 2021年６月改訂のコーポレートガバナンス・コードにおいて、プラ

イム市場に適用される原則を中心に積極的な取り組みを推進しております。 

プライム市場にのみ適用の改訂コーポレートガバナンス・コード 

【補充原則 1-2④】（機関投資家向けに議決権電子行使プラットフォームの利用） 

・2022 年８月に開催した第 27 回定時株主総会より、議決権電子行使プラットフォームの導入を  

開始しました。 

【補充原則 3-1②】（開示書類のうち必要な情報について英語での開示・提供） 

・株主総会招集通知、決算短信、決算説明資料等の英語版を提供しております。 

【補充原則 3-1③】（気候変動に係るリスク及び収益機会が自社に与える影響について､ＴＣＦＤ※1

と同等の開示の質と量の充実開示）  

・2022 年６月に当社代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を新たに設置いたし

ました。 

・ＴＣＦＤに関する開示、及びＣＤＰ※2の質問書に対する回答に向けたプロジェクトを立ち上げ、

2023年５月期を対象期間とする開示、回答を目指し、プロジェクトを推進中です。 

※1 ＴＣＦＤ： 気候関連財務情報開示タスクフォース 

※2 ＣＤＰ ： カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト 

【原則 4-8】（独立社外取締役の３分の１以上の選任） 

・当社では、取締役の３分の１（９人中３人）が独立社外取締役となっております。 

・筆頭独立社外取締役を定め、経営陣との連絡・調整や監査役会との連携を図っております。（補

充原則 4-8②） 

・2022年８月開催の第 27回定時株主総会において、女性社外取締役が選任されました。 

【補充原則 4-10①】（構成員の過半数を独立社外取締役とする指名・報酬委員会の設置、及びその構 

成の独立性に関する考え方・権限・役割等の開示） 

・当社では指名報酬委員会を設置済みであり、独立性に関する考え方・権限・役割等について、  

コーポレートガバナンス報告書において開示を行っております。 

 

〔取り組みの基本方針３〕 ＩＲ活動の強化 

当社は、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために、全社的なＩＲ活動を推進し

ております。下記のような取り組みをはじめとする積極的なＩＲ情報の発信、中長期視点で投資家

とのコミュニケーションを図ることで、当社に対する認知・理解・賛同・投資機会を促すよう努め

てまいります。 
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・2022年５月期決算及び中期経営計画説明会（2022年７月開催）においては、参加者である機関投

資家、アナリストをはじめとするステークホルダーの利便性を高めるため、初めて会場とオンラ

インによるハイブリット形式での開催いたしました。 

・中期経営計画公表後には、機関投資家とのスモールミーティングを開催し、当社への関心・理解

度の向上に努めました。 

・個人投資家への認知・理解・賛同を促すため、個人投資家向けＩＲイベントへの参加、メディア

への露出等を積極的に行っております。 

〈今期の主な個人投資家向けＩＲ活動〉 （ ）：実施時期 

 ＳＴＯＣＫ ＶＯＩＣＥ「資産形成フェスタ２０２２」（於：東証）に出演（2022年 11月） 

 ラジオＮＩＫＫＥＩ「ザ・マネー」に出演（2023年１月） 

 ＴＯＫＹＯ ＭＸテレビ「東京マーケットワイド」に出演（2023年２月） 

 ストックウェザー ＩＲ ＳＥＳＳＩＯＮ に出演（2023年３月） 

・株主に向けた還元策の一環として、自己株式の取得を実施中であります。 

〈実施概要〉 

（1） 取得する株式の総数：420,000 株（上限） 

    （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 4.8％） 

（2） 取得価額の総額：  200,000,000 円（上限） 

（3） 取得期間：     2023 年１月 30 日～2023 年５月 24 日 

（4） 取得状況：     2023 年１月 30 日～2023 年２月 28 日の累計 

・取得した株式の総数：138,900 株（上限に対する進捗割合 33.1％） 

・取得価額の総額   ：79,206,200円 （上限に対する進捗割合39.6％） 

 

３．当社の上場維持基準の適合に向けた今後の取り組み 

当社は、プライム市場の上場維持基準の適合に向け、「１日平均売買代金」基準に関しては 2026

年 12月末までを計画期間として、また、「流通株式時価総額」基準に関しては 2027年５月期までを

計画期間として、それぞれ充たすこと目標としてまいります。上記に記載しております３つの取り

組み方針（①「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画」及び中期経営計画に沿った業績向

上、②コーポレートガバナンスの充実、③ＩＲ活動の強化）に基づき、継続して着実に実行してい

くことによりまして、中長期視点における当社の企業価値を高め、上場維持基準を充たしてまいり

たいと考えております。 

 

以 上 


